ミャンマーと地域協力 -- アジアの新しい結節点へ (特集 ミャンマー改革の3年 -- テインセイン政権の中間評価(2)) by 梅﨑 創
ミャンマーと地域協力 -- アジアの新しい結節点へ
(特集 ミャンマー改革の3年 -- テインセイン政権
の中間評価(2))
著者 梅? 創
権利 Copyrights 日本貿易振興機構（ジェトロ）アジア
経済研究所 / Institute of Developing
Economies, Japan External Trade Organization
(IDE-JETRO) http://www.ide.go.jp
雑誌名 アジ研ワールド・トレンド
巻 221
ページ 18-21
発行年 2014-02
出版者 日本貿易振興機構アジア経済研究所
URL http://hdl.handle.net/2344/00003525
●はじめに　
ミ
ャ
ン
マ
ー
は、
北
東
方
面
は
中
国、東はタイとラオス、北西はインドとバングラデシュと国境を共有しており、残る南西方面にはベンガル湾、アンダマン海を臨む。このような立地ゆえに、中国内陸部と南アジアを結ぶ交易路としての活用を模索する動きは紀元前からみられた。しかし、山岳地帯やジ
ャ
ン
グ
ル
と
い
っ
た
地
形
に
阻
ま
れ、また、広範囲に人口が散在していたこともあり、ミャ マーは両地域を実質的に分断する隔壁であり続けた。 の状況に大きな変化が生じたのは 第二次世界大戦中のことである。一九三〇年代連合国軍はミャンマー（当時ビルマ）の戦略的立地を活用し ビルマ公路、スティルウェル公路を建設して、日本軍に包囲され 中国国民党政府を支援した（参考文献
①
）。
現
在、
ビ
ル
マ
公
路
は
軍
政
下
でも政治的、経済的交流を強化してきた中国とミャンマーを結ぶ重要
な
交
易
路
と
し
て
活
用
さ
れ
て
い
る。インドとミャンマーを結んだスティルウェル公路は戦後長らく閉ざされてきたが、近年、再活性化を目指す動きもみられる（参考文献②）
。
●
 経済制裁の撤廃とドナーの帰還
　
本稿の主旨であるミャンマーを
取り巻く地域協力に生じつつあ変化を論じる前に、その前提条件に生じた変化、具体的には、欧米諸国による経済制裁の段階的撤廃と、先進諸国・国際機関による援助の再開に言及しておこう。　
当初は、改革の持続可能性に疑
念を持ちつつミャンマーを注視してきた先進諸国も、二〇一二年四
月の連邦議会補欠選挙における野党・国民民主連盟の圧勝をひとつの契機として、対ミャンマー政策を目にみえる形で転換してきた。同年四月二一日 首脳会談に於いて、野田首相（当時）はテインセイン大統領に対し、総額五〇二四億
円
に
の
ぼ
る
債
務
救
済、
お
よ
び
ティラワ・マスタープラン策定に参加する意図を表明した。この債務救済策は、過去の円借款に関する延滞債務の一部および遅延損害金を免除するとともに、ブリッジローンを活用して、残る延滞債務を
長
期
の
円
借
款（
プ
ロ
グ
ラ
ム・
ローン）に転換するものであり、新時代 迎えたミャンマーに新しい援助を実施することを可能にした。日本はパリクラブ（主要債権国会議）においても重要な役割を果たし パリクラブは二〇一三年一月二五日に総額六〇億ドルに
のぼる債務救済に合意し、国際金融機関による対ミャンマー支援にも道を拓いた。アジア開発銀行と世界銀行は、日本の援助を活用してミャンマー 延滞 を繰り延べ、それぞれ、五億一二〇〇万ドル、四億四〇〇〇万ドルの新規融資を決定した。このような主要ドナーの帰還により、新しい国造りに着手したミャンマーに対して、必要な技術的、資金的支援を提供する環境が整えられた。●
 Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
経
済
共
同
体
と
ミャンマー
　
東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡ
Ｎ
）
は
一
九
六
七
年
の
イ
ン
ド
ネ
シ
ア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイの五カ国によるバンコク宣言により設立された地域協力機構である。ミャンマーのＡＳＥＡＮ加盟は一九九〇年代に進められたＡＳＥＡＮ自体の変革のなかに位置づけられる。当時、一九八四年に加盟したブルネイを加えた六カ国か なるは、経済活動のグローバル化や中国の台頭に対峙するために、地域経済統合を深化させると同時に、加盟国を増加させることを目指していた。
特集   ミャンマー 改革の３年
─テインセイン政権の
  中間評価（2）─
梅
﨑
　
創
ミ
ャ
ン
マ
ー
と
地
域
協
力
―
ア
ジ
ア
の
新
し
い
結
節
点
へ
―
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一九九五年のベトナム加盟後、
ミャンマーは一九九七年にラオスと共にＡＳＥＡＮに加盟、一九九九年に加盟したカンボジアを含めて、ＡＳＥＡＮは現在の 〇カ国体
制
と
な
っ
た。
軍
政
下
に
あ
っ
た
ミャンマーのＡＳＥ Ｎ加盟 必ず
し
も
順
調
に
進
ん
だ
わ
け
で
は
な
い。一九九六年に 加盟申請を行った直後に 民主活動家が多数拘束され、それ 抗議するデモが武力制圧される事態となった。
こ
れ
を
受
け
て、
欧
米
に
加
え
て、ＡＳＥＡＮにおける民主化先進国であったタイ、フィリピンからもミャンマーの ＳＥＡＮ早期加盟に強い懸念が表明されたが、結果的に他の加盟国の意向によりミャンマーのＡＳＥＡＮ加盟 承認されることとなった（参考文献③）
。
　
経
済
統
合
の
深
化
を
目
指す
取
り
組
み
は
、
一
九
九
二
年
の
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
自
由
貿
易
地
域
の
た
め
の
共
通
効
果
特
恵
関
税
協
定
（
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
―
Ｃ
Ｅ
Ｐ
Ｔ
協
定
）合
意
に
つ
な
が
り
、
そ
の
後
、
い
く
つ
か
の
段
階
を
経
て
、
二
〇
〇
七
年
の
「
Ａ
ＳＥ
Ａ
Ｎ
経
済
共
同
体
ブ
ルー
プ
リ
ン
ト
」
に
お
い
て
その
全
体
像
、
実
施
枠
組
み
、
実
施スケ
ジ
ュ
ール
な
ど
が
規
定
さ
れ
た
。
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
経
済
共
同
体
ブ
ル
ー
プ
リン
トでは
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
経
済
共
同
体
は
、
①
単
一
市
場
・
生
産
拠
点
、
②
競
争
力
の
あ
る
経
済
圏
、
③
公
平
な
経
済
発
展
、
④
世
界
経
済
へ
の
統
合
、
を
特
徴
と
し
、
一
七
の
中
核
要
素
、
一
七
六
の
措
置
（
ac-
tions ）
に
よ
り
実
現
さ
れ
る
も
の
と
規
定
さ
れ
て
いる
。
一
九
九
〇
年
代
に
相
次
い
で
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
加
盟
を
果
たし
た
新
規
加
盟
国
、
い
わ
ゆ
るＣ
Ｌ
Ｍ
Ｖ
諸
国
に
対
し
て
は
、実
施
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
の
緩
和
措
置
が
採
ら
れ
、
ま
た
、
ＡＳ
Ｅ
Ａ
Ｎ
統
合
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
を
通
じ
た原
加
盟
国
か
ら
の
支
援
も
実
施され
る
こ
と
に
な
っ
た
。
　
ＡＳＥＡＮ諸国は、ＡＦＴＡ―
ＣＥＰＴ協定、およびその発展形態であるＡＳＥＡＮ物品貿易協定（Ａ
Ｔ
Ｉ
Ｇ
Ａ
）
に
従
っ
て
貿
易
自
由
化を進めており、共通効果特恵関税は、二〇一〇年までに先進ＡＳＥＡＮ諸国ではほぼゼロでありＣＬＭＶ諸国でも二・六％と、大きな進展をみせている（参考文献④
）。
し
か
し
な
が
ら、
軍
政
下
ミ
ャ
ンマーでは、欧米の経済制裁、原則的に輸出により獲得した外貨の範囲内でしか輸入ができないとう「輸出第一政策」に象徴される閉鎖的な対外経済政策を採用したことなどにより、輸出競争力のあ
る産業が極めて限られており、貿易自由化の恩恵は期待できない状況であった。加えて、軍事政権そのものがリスク要因と捉えられており、欧米による経済制裁もあったため、独自の対ミャンマー政策を採り続けた中国を除けば、外国からの投資も増えなかった。　
ポスト軍政期、このような状況
は大きく変わってきている。欧米の経済制裁は段階的に解除され、先進諸国、国際機関などを通じた援助も急増している。これと並行して、 周辺国の民間企業
も
ミ
ャ
ン
マ
ー
を
新
し
い
貿
易
相
手、投資先としてみるようになった。
遅
れ
ば
せ
な
が
ら
ミ
ャ
ン
マ
ー
も、ＡＳＥＡＮ経済共同体の実質的な意味での一員となる準備を整えたところである。　
しかし、ＡＳＥＡＮ経済共同体
ブループリントに規定された措置を実施することは、ミャンマーにとっては容易なこ ではない。例え
ば、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
経
済
共
同
体
で
は、ＡＳＥＡＮシングル・ウィンドウの構築を貿易円滑化措置の中核と位置づけている。これは、貿易手続きの簡素化 目指し、各加盟国が構築するシングル・ウィドウをオンラインで接続するもの
である。そのためには、国内の貿易手続きが電子化、オンライン化されている必要があるが、カンボジア、ラオスなどとともに、ミャンマーでもその前提条件が整っては
い
な
い。
ま
た、
「
複
合
一
貫
輸
送
に関する枠組み協定」でも、複合一貫輸送業者を登録する法制度を整備していることが前提条件とるが、ミャンマーを含む複数の加盟国はこれを満たしていない。実施スケジュールが緩和されているとはいえ、特に 、カンボジア、ラオスにとっ は高いハードルが林立しており、計画どおりの実施は困難であるというのが実態である。　
また、ＡＳＥＡＮ経済共同体が
ミャンマー政府にとって好都合な影響のみを及ぼすわけで な ことにも留意が必要である。理論的に、経済統合は比較優位に基づく生産分業を促進することにより、生産要素の効率的な利用を可能し、経済統合に参加する各国の経済
厚
生
を
増
大
さ
せ
る
と
期
待
さ
れ
る。ただし、その過程では各国内での産業構造変化が必要であり、何らかの形で所得の再分配がなされる必要がある。軍政下で経済的に閉ざされてきたミャンマーには
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数
多
く
の
国
有
企
業
が
残
さ
れ
て
お
り、その多くは非効率的な運営が定着している。古い生産設備、伝統的な生産方法で、小規模に操業している民間企業も数多く残されている。先述のとおり、ＡＳＥＡＮ経済共同体の目的のひとつは、単一市場・生産拠点と 、ＡＳＥＡＮ加盟国間の貿易、国境を越えた企業進出を促進するこ にある。実質的な閉鎖経済においてき残ってきたミャンマー企業・産業のなかには、現在 行形で まれつつある新しい競争環境では衰退を余儀なくされるものも出てくる。民主化が進むこともあり、国内企業・産業保護を求め 世論高まってくることに ろう ミャンマーの場合は、これに加えて、少数民族対策としての再分配政策を採っていくことも求めら る。今後のミャ 政府に 過度に保護主義的にならず、適切な再分配政策を採りつつ、ＡＳＥＡＮ加盟国としての対外的コミットメントを着実 実行していくという難しい舵取りが求められている。Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
経
済
共
同
体
へ
の
参
加
は、どの加盟国にとっても新 い挑戦であるが、過去の閉鎖性により、その影響、政策対応の難易度
はミャンマーにおいて最も大きなものとなっている。●
 アジア開発銀行と東西経済回廊
　
二〇一二年八月、アジア開発銀
行の大メコン圏（ＧＭＳ）開発プログラムは二〇周年を迎えた。このＧＭＳ開発プログラムの中核のひとつが東西経済回廊である。ベトナム中部のダナンをひとつの端点とする東西経済回廊 、ラオス中部のサワンナケート、タイ中部のコンケーンを通り、メソット＝ミ
ャ
ワ
デ
ィ
国
境
を
越
え
て
ミ
ャ
ン
マーに入り、モ ラミャインへと至る全長一四五〇キロメートルの道路インフラ整備を中心とした広域経済開発構想である。二〇〇六年一二月にサワンナケートとタイのムクダハンとを結ぶ第二メコン友好橋が完成したことにより、道路に関しては約九〇％が整備されたことになる。サワンナケートには経済特区が設置され、ま 、ＧＭＳ越境交通協定による交通円滑化
措
置
も
段
階
的
に
導
入
さ
れ
る
な
ど、東西経済回廊はひとつの成功事例との評価も受けるようになっている。　
しかし、東西経済回廊は軍政下
ミャンマーまでは届いていなかった。メソット＝ミャワディ国境は度々閉鎖されてきたうえ、ミャワディ＝コーカレイ間は狭隘な山道であり、隔日で通行方向が変わる一方通行路である。道路の舗装も劣悪な状況にあり、雨期には地滑りにより通行不能とな こともある。筆者が二〇一二年一二月に実走したところ、実測値で四八キロメートルの区間を通行するのに三時間半を要した。平均時速は一三・六キロである。　
ポスト軍政期、この状況も変わ
りつつある。二〇一一年一〇月付け
の
交
換
公
文
に
基
づ
き、
ミ
ャ
ワ
ディ＝コーカレイを結ぶ新 い道路がタイの支援により建設されことになり、二〇一二年一月に着工している。当初は二〇一四年四月の開通を計画していたものの、建設現場の状況から判断すると、あ
る
程
度
の
遅
延
は
生
じ
そ
う
で
あ
る。コーカレイからパアン、そしてモーラミャインまでの道路は、片
側
一
車
線
の
道
幅
で
は
あ
る
も
の
の、舗装状況も良好であり、平均時速五〇キロ程度での走行は十分に可能である。また、パアンを経由せずにコーカレイ＝モーラミャインを最短距離で結ぶ道路の建設
計
画
も
あ
る
と
の
こ
と
で
あ
る。
メ
ソット＝ミャワディ間で建設が進められている新しい国境橋が完成すれば、現在の国境橋では通行不能な大型トラ クによる越境輸送も可能になる予定であ 。ミャワディでは、二〇一五年の開業を目指して三一四エーカーの工業団地の整備も進められてい 。 、電
力
は
タ
イ
か
ら
輸
入
さ
れ
て
い
る
が、
二
〇
一
五
年
ま
で
に
は
ミ
ャ
ン
マー国内の送電線網からの電力供給が開始される予定である。これらのインフラが整備されることにより、実質的に東西経済回廊が完成することになる。●
 ＢＩＭＳＴＥＣと三国高速道路
　
ベンガル湾多分野技術・経済協
力イニシアティブ（ＢＩＭＳＴＥＣ）は、一九九七年六月にベンガル湾に面する四カ国（タイ、インド、
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ、
ス
リ
ラ
ン
カ）が発足させた地域協力枠組みが
発
展
し
た
も
の
で
あ
り、
ミ
ャ
ン
マ
ー
も
同
年
一
二
月
に
加
盟
し
て
い
る。その後、二〇〇四年にネパールとブータンが正式加盟し、現在の七カ国体制になっている。　
ＢＩＭＳＴＥＣの取り組みのひ
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とつに、タイ、ミャンマー、インド北東部を結ぶ三国高速道路構想がある。これは、前述の東西経済回廊を延伸させ、コーカレイからパアン、タトン、バゴー、ヤンゴン、マンダレーを通り ザガ ン州のタムからイン マニプル州のモレに入り 同州州都インパールへと接続するというものであ
る（
参
考
文
献
⑤
）。
こ
の
構
想
も、ミャンマーが軍政下にあったことに加え、ＢＩＭＳＴＥＣ自体の活動 停滞していたことから、長らく進展はみられなかった。　
二〇一二年五月、インドのマン
モハン・シン首相 インド首相と
し
て
は
四
半
世
紀
ぶ
り
に
ミ
ャ
ン
マーを公式訪問し、テインセ大統領 の首脳会談に臨んだ。その
結
果、
両
首
脳
は、
イ
ン
ド
政
府
が、三国高速道路のミャンマー国内区間 うち、タム＝カレワ間ある七一の橋の修理・改善工事、カレワ＝ヤルギ間の道路改善工事を行うこと、ミャンマー政府がヤルギ＝モニ 間の道路改善工事を行うこと、また、二〇一六年までに三国高速道路の円滑な通行を可能にするよう努力することなどで合意した。　
タ
ム
＝
モ
レ
国
境
は、
イ
ン
ド
＝
ミャンマー間の国境貿易の大半が行われている地点であり、モレのマーケットでは、中国やタイからの輸入品もみられ 。モレにはタイからのビジネス・ミッションも派遣されており、三国高速道路の
完
成
に
よ
り、
タ
イ
や
中
国
か
ら
ミャンマー経由で陸路インドへ、そしてその逆、という新しいモノやヒトの流れが生まれる可能性がある（参考文献⑥）
。
●
 おわりに―アジアの新しい結節点へ―
　
ポスト軍政期のミャンマーはし
ばしば「アジア最後のフロンティア」と呼ばれ、国際社会から多くの関心が寄せられている。しかし実際には、ミャンマーの先にある北東インドへの接続性も強化されつつあり、フロンティアは拡大し続
け
て
い
る。
こ
れ
ま
で
の
ミ
ャ
ン
マーは、地形や距離、外交関係などに阻まれ、中国、東南 ジア、南
ア
ジ
ア
と
い
う
世
界
の
成
長
セ
ン
タ
ー
を
相
互
に
隔
て
て
き
た。
し
か
し、以上でみてきたとおり、ミャンマーはこれら地域の結節点へと変貌を遂げつつある。　
ア
ル
フ
ァ
ベ
ッ
ト
順
に
従
え
ば、
ミャンマーは軍政下の二〇〇六年
にＡＳＥＡＮ首脳会議の議長国を務めるはずであったが、人権問題等
に
関
す
る
欧
米
か
ら
の
圧
力
も
あ
り、実現す ことはなかった。二〇一二年四月の補欠選挙が公正に行われたことを確認して、他のＡＳ
Ｅ
Ａ
Ｎ
加
盟
国
は
二
〇
一
四
年
に
ミャンマーが議長国 務めることに合意した。こ までミャンマーはＡＳＥＡＮにおいては他加盟国に追随する立場にあったが 二〇一四年に初めて自らが主導的な役割を担うこと なる。　
地
域
協
力
と
い
う
側
面
か
ら
み
る
と
、
ポ
ス
ト
軍
政
期
の
ミ
ャ
ン
マ
ー
は
、
わ
ず
か
三
年
弱
の
間
に
こ
の
よ
う
な
大
き
な
変
化
を
経
験
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
（
う
め
ざ
き
　
そ
う
／
ア
ジ
ア
経
済
研
究
所
　
新領域研究センター）
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